
　都道府県労働局と労働基準監督署に寄せられる企業と労働者の紛争に関する相談で、「いじめ・嫌がらせ」に関
するものは、平成21年度には35,759件（全体の12.7％）であったものが、平成30年度には82,797件（全体の
25.6％）と10年間でほぼ倍増しています。
　「いじめ・嫌がらせ」の減少を目指し、パワハラ防止措置として「労働施策総合推進法」がいよいよ６月から大
企業で義務化されます。（中小企業は2022年４月）パワハラに対する社内方針の明確化と周知・啓発、相談体制の整備、
被害を受けた労働者へのケアや再発防止について、適切な措置を取ることが求められています。
　一方、厚生労働省の実態調査によると、労働紛争が発生している職場の特徴について、「上司と部下のコミュニケー
ションが少ない職場」「残業が多い／休みがとり難い職場」「失敗が許されない／失敗の許容度が低い職場」が上位
に来ています。残業・休日、そして失敗が許されない職場は、まさに医療現場との関連性も伺えます。そして、コミュ
ニケーション不足が問題を発生させている一番の原因であることは間違いありません。「何をするか」はもちろん、
『誰がするか』がハラスメントの要素でもあるからです。
　働き方改革で効率的な働き方が求められていますが、話し合いの場・時間まで効率化してしまうと、逆効果にな
る可能性があることは留意する必要があります。これまで何度か『承認』について書いてきましたが、お互いを認
める風土づくりが、ハラスメント予防に効果を発揮する時が来ています。

Ａ．個別具体的な事例により判断されるものと解されますが、一般論としては次のとおりです。
①については、有期労働契約か無期労働契約かにより差が生じているのであれば不合理と解されます。
②については、当該資格が現に従事している業務に必須のものか、中長期的な人材育成の観点から有用なものか
等により個別判断となると解されます。

③については、特段の理由がない限り不合理と解されます。
④については、有期であることを理由とするものでなく、短時間労働者であることを理由とするものであるならば、
法20条ではなくパートタイム労働法の適用があるか否か、適用される場合は、パートタイム労働法に基づき均
等・均衡待遇が確保されているか否かが検討されることとなります。

※なお、2020年４月１日より、「労働契約法」の第20条は削除され、有期雇用労働者についても「パートタイム
労働法」の適用となり、略称も「パートタイム・有期雇用労働法」に変わります。

㊟中小企業における適用は2021年４月１日から

Ｑ．労働契約法第20条に関し、次のような場合に、法第20条に違反し不合理な労働条件と認められ
ることになるのでしょうか。
①有期雇用契約労働者だけに、退職する場合は制服返却時にクリーニングを義務付ける
②各種資格の受講料に対して事業主側から補助をしない
③有期雇用契約労働者の職務が比較的軽易な業務であることを理由として、無期雇用契約労働者に
支給している通勤手当を支給しない
④有期雇用契約労働者の職務が短時間の業務であること等を理由として、無期雇用契約労働者に支
給している通勤手当を支給しない
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ご不明な点がございましたら、医療勤務環境改善支援センターまでお問い合わせ下さい。

茨城県医療勤務環境改善支援センター（茨城県医師会内）
〒310-0852 茨城県水戸市笠原町489番地　TEL 029-303-5012　FAX 029-303-5116
http://www.ibaraki.med.or.jp/kinmu-kankyo/　E-mail︓ iryokankyo08@pure.ocn.ne.jp
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